産業組織論の問題点 by 野田,稔
産業組織論の問題点
野　田 稔
は　し　が　き
　現代資本主義を国家独占資本主義と規定しようと，また寡占経済と規定しよ
うと，それは少数の寡占的大企業による市場支配と市場経済に対する国家の経
済政策の全面的介入を特徴としている。
　拙論ではそこで寡占企業の支配する市場構造（market　structure）とその下
における市場行動（market　conduct），その結果である市場成果（market　per－
formance）の相互関係を理論的に分析し且つその上で「望ましい市場成果」の
実現を図る産業組織論を対象として，その本質的部分にかかる若干の問題を検
討することにする。
　第1は，産業組織論，産業組織政策は如何なる政策目標を達成しようとする
のか，更にそれはより高次の経済政策目標とどのように関連するかということ
である。
　第2は，産業組織論がその実現に努力する「望ましい市場成果」はどのよう
な基準によって判定しうるかという，いわゆる有効競争（workable，　effective
competition）に関連する。
（A）　産業組織論の目標（市場成果と経済政策）
　（1）　まず産業組織論の政策目標である「望ましい市場成果」についてはJ．s．
ベイソをはじめ今日までの論者の見解を参照して次のように整理しておこうω。
　（1）適正利潤率。
　（2）過度の販売費の欠如。
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（3）工場・企業における技術的効率性。
（4）新製品，新生産技術にみられる適度の技術革新性・進歩性。
（5）製品の品質，性能，デザイソなどについての適度の製品政策。
⑥　需要・費用構造の変化に対する価格の弾力的調整。
（452）
　産業組織論の政策目標砥これら「望ましい市場成果」の達成であるが，同時
により高次の経済政策目標（経済成果という表現が用いられているが）にとっての
手段として位置づけられるのが一般的である。即ちこれら市場成果とは別に経
済成果をかかげ，その実現に当って，現実の市場成果が貢献可能なベストの状
態からどれだけ乖離しているかを明らかにし，乖離が大きけれぽそのような成
果を必然的にした市場構造・行動を産業組織政策②の名によって改善しようと
するのである（もっともケィゼソとターナーのように「望ましい市場成果」として資源
の効率的利用や産業の進歩と共に生産及び雇用の安定，公正な所得分配というマクロ的政
策目標，経済成果を同時にかかげる場合もある）〔3）。
　産業組織論に関連する経済政策の目標＝経済成果として最もr般的なものは
次のようにもとめることができよう。　，　　　『　　　．
　（1）経済効率。資源の効率的配分と生産効率性。
　（2）経済進歩と成長二技術革新と国民総生産の増大。
　（3）経済安定。特に価格の安定と完全雇用。　　’
　（4）経済平等。特に公平な所得分配4）。
　そこでこのような経済成果に対して先の市場成果がどのような関連性をも
ち，貢献しうるかを究明して産業組織論の本質を明らかにしたい（5）。
（しかしその際，困難な厄介な問題がある。即ち産業組織論は売手と買手によって構成
される個々の市場を対象とし，理論的にはミクロ的価格論の応用として発展してきたの
である。従ってそこで問題は個々の市場成果がマクロ的経済成果とどのように関連づけ
られるか，である。ともあれこのような問題を考慮しながら二つの成果の関係を検討す
為ことにする。）　　　　　　　　　　・　　　　　・　　　　．
（1）」．S．ベインは1950年論文で，競争を有効にする「望ましい市場成果」として，
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　　実現可能な生産効率の極大花，（2）資源の最適配分に対応する産出高，　（3）過度の販
　　売費の欠如，（4）適度の利潤水準，（5）革新の可能性，（6）循環的変動に対する価格の
　　適度の対応などをあげている　（Joe　S．　Bain，“Workable　Competition　in
　　Oligopoly”，・American　Ec6nomic　Review，　May，1950，　pp．36－37。
　　　また「産業組織論」では（1）序章と（13）企業・競争・独占への公共政策の問題で
　　体系的に取扱っている。（13）では，（1）工場・企業の規模と利用度における技術的
　　．効率，（2）慢性的独占的超過利潤と慢性的純損失の欠如，（3）適切な進歩性の存在，（4）
　　過度め販売費用の欠如，（5）望ましい品質，デザインの水準と多様性，（6）採取産業に
　　おける資源の保全（J．S．　Bain，　lndustrial　Organization，2nd　ed，，1967，　pp’
　　500－501，宮沢健一監訳「産業組織論」丸善，昭和45年，542－543頁）。その他、，グ
　　リフィンは（1）産業或いは企業は効率的であるか，（2）それは進歩的であるか，（3）そ
　　れは適正で社会的に有効な利潤の型を示しているか，（4）産業の本性から許ぎれる
　　だけ参入が高度に自由であるか，（5）それは国防の必要性によく適合しているか，
　　等を「望ましい市場成果」としている。（Clare　E．　Griffin，　An　Economic．Ap＿
　　proach　to　Antitrust　Problem，1951）
　　　「望ましい市場成果」　については成果基準による有効競争論でも論議されてい
　　るが，これは後で言及するのでここでは省略しよう，但し本文の市場成果の（6）価格
　　の弾力的調整の項目はベインの1950年論文と共にE．S．メイソンの整理した成果基
　　準のなかの項目「コストの大幅な引下げに付随する価格の下方調整」，（Edward　S．
　　Mason，　Economic　Concentration　and　the　Monopoly　Problem，1957，　p．354）
　　やM．A．エイデルマンの成果基準を特に参照した（M．　A．　Adelman，‘‘Effective
　　Competition　and　the　Antitrust　Laws’，，　Harvard　Law　Review，　Sept．，1948，
　　P．1203）
く2）J．S．　Bain，　Industrial　Organization，　p．499．邦訳542頁。
〈3）　Carl　Kaysen　and　Donald　Turner，　Antitrust　Policy，1959，　pp．11－22．
（4）R．ケイヴスは’経済政策の目標として（1）経済効率性，（2）完全雇用，（3）経済進歩，経
　　済公平の4つをあげている（Richard　Caves，　American　lndustry：Structure，
　　Conduct，　Performance，2nd　ed．，　pp，96・97，小西唯雄訳「産業組織論」昭和
　　43年，146頁。またJ．S．ベインは（1）労働を含む生産資源の高水準の雇用，また
　　は「完全」雇用水準1（2）資源の効率的利用，（4）経済安定性，（5）適度に高い進歩率
　　などをあげている（J。S．　Bain，　op．　cit．，　p．498．　p．540）。
（5）市場成果と経済成果との関連性については，小西唯雄「反独占政策と有効競争」
　　5，6章，昭和42年。五井一雄「寡占経済と社会的厚生」長守善編　「寡占と有効
　　競争」2部，1章，所収。里見常吉　「産業組織論における市場成果ど経済成果」，
　　明大政経論叢，84～145頁。40巻3，4号など参照。　「　’　　　　　∴’；：’
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　（2）　第1の問題は，経済効率という経済政策の目標＝経済成果に対して産
業組織論での「望ましい市場成果」がどのように貢献しうるか，ということで
ある。一般的に経済効率は（a）資源の効率的配分，（b）技術的効率性とに分類する
ことができる。
　（a）資源の効率的配分に関係する市場成果は先に整理されて提示された成果
のうち，（1）適正利潤率，（2）過度の販売費の欠如，（5）適度の製品政策，（6）価格の
弾力的調整であろうが，特に密接な関係をもつものは（1），（2），（5）である（（6）は
結局は（1）に帰着するであろうから）。
　資源の効率的配分はいわゆる「パレート最適」（Pareto　optimum）に関する
問題であるが，一定の資源をどのように配分しても，他を減少させることなく
しては増加させることができない，という意味での「パレート最適」は云うま
でもなく完全競争を前提としている。
　完全競争では，P＝AR＝MRであり，参入が自由であるので，究極的には
d＝MC＝ACとなる（P＝価格，　AR＝平均収入，　MR＝限界収入，　MC＝限界費用，
AC＝平均費用）。
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　この場合，産出量はACの最少点（F点）に，従ってP1に対応する最適規
模（Q3）にあって，資源の最適配分が達成される。
　完全競争市場は後で問題にするように，非現実的・抽象的モデルであって，
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現実には輸送費，サービス，広告などによる製品差別化が存在して，市場にお
ける競争は不完全にならざるをえない。更に現代資本主義では寡占市場が一般
的であるので，資源の最適配分は実現しない。
　不完全競争市場，寡占市場であれば，価格P3で産出量はQ2となるであろ
う。そうしてそれは完全競争における均衡価格Plより高く，最適産出量Q3
よりも少ない。超過利潤はP3ABP2である。社会的にみてAFEだけの資源
の非効率的配分が生じる（MR＝MCで価格産出量を決定するという利潤極大仮説
ではなく，ボーモルの「売上高極大仮説」やマリスの企業安全性の制約の下での　「成長
率極大仮説」の場合には叫価格はP3より若干下廻り，産出量はQ2より多くなるであ
ろう。しかし寡占企業が長期的に超過利潤を追求する限り，資源の非効率配分は避けら
れない）。
　もっとも市場への「参入」が比較的に自由であり，寡占企業の市場支配力が
絶対的でなけれぽ，需要曲線（DD線）は左下方にシフトして，　P2＝ACとなり，
超過利潤は消滅する（但しP2＞MC）。
　しかし寡占市場，特に協調的寡占市場では，参入障壁が高く，それだけ超過
利潤は長期的に存続するであろう。
　更に寡占企業が市場支配力を強めるならば，以前と同じ平均費用（B点）
で，P4の価格で産出量をQ1に制限して，独占的超過利潤をP2P4GJ＋JHAB
に増加させることができるであろう。そして産出量は最適規模より，ますます
乖離し，資源の過少配分は増大するであろう（他方，慢性的純損失は「過当競争」
にみられるように資源の過大配分の結果である）。
　ところで独占的超過利潤が長期的に存続しうるのは，寡占企業の市場支配
力，独占力に原因することは云うまでもない。そしてそれは，きわめて高度の
売手集中率，参入障壁，製品差別化，共謀などによる競争制限的な寡占的市場
構造と・その下で行なわれる寡占企業の明示的，或いは暗黙的共同行動（価格，
生産量・売上高・投資などについての）や過度の製品政策（過度のモデル・チェソジ，
広告・宣伝などの販売活動），更に強圧的行動など競争制限的行動によるのであ
る。
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　従って多くの市場において，このような競争制限的市場構造や市場行動を反
独占政策によって規制し，排除して寡占企業の市場支配力，独占力を弱め，そ
れを経済全体について加重平均したものとしての平均市場支配九独占力を低
下させるのである。そうして現実の市場条件を完全競争市場におけるP＝AC
＝MCの条件に少しでも近づけて，適正利潤率という「望ましい市場成果」を
各市場ごとに実現できれば，資源の効率的配分はそれだけ助成されることにな
る。
　もっともこの点，問題がないわけではない。即ち公的部門，費用逓減型産
業，外部経済・不経済の存在は先の競争促進的反独占政策にもかかわらず，資
源の最適配分を阻害するし，また「規模の経済性」が無視できない現実の市場
にとって，完全競争市場は非現実的，理想的，分析的モデルに過ぎないので，
競争促進一完全競争市場への接近一適正利潤率の実現一資源の最適配分の達成
という過程は現実的な制約を蒙ることになる。
　また周知のように，リプシー＝ラソカスターのセカソド・ベスト（Second
Best）定理の問題提起も無視する．ことはできない〔2）。
　「セカソド・ベスト定理」は次のことを意味している。まず「パレート最
適」の実現には凡ての最適条件が同時に充たされねぽならない。従って「パレ
ート最適」が1つでも充たされねば，その場合の最適条件は，他の凡てにおい
て「パレート最適」から乖離することによって達成される。そこで1つ或いは
それ以上の部門で最適条件が充たされねぽ，他の凡ての部門において，たとえ
充たされても，必ずしもそれは望ましいとは云いきれない。
　C．E．ファーガスソはこの定理に従って，競争を促進して，個々の市場での
効率的配分を高めようとする「部分的政策」は経済成果としての資源の最適配
分，経済効率の実現には直接的関係をもたず，従って社会的厚生の増進も期待
できないことを強調している。その結果，各市場における経済効率の問題は産
業組織論の政策目標から除外され，後で言及するように専らマクロ的経済成果
の立場から巨視的有効競争論を展開し，寡占企業や労働組合の市場支配力を判
定しようとするのである〔3｝。
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　もとよりこの「セカソド・ベスト定理」は，外部経済の影響が大きく，いわ
ぽ「技術的依存関係」が強い部門でのみ妥当するけれども，現実の経済では，
多くの部門は相互に独立した関係にあるので，「セカソド・ベスト定理」がそ
のまま適用される部門は多くはない。この分野においてもし「パレート最適」
が充たされねば，それに近づくよう「セカソド・ベスト」を考えるべきだとの
反論も出てくる［4）。
　以上，慢性的独占的超過利潤もまた慢性的純損失も存在しない，まさに「適
正利潤率」という市場成果を実現することによって，産業組織論が資源の効率
的配分という経済成果の達成に貢献するプロセスとそこにおける若干の問題を
検討したが，R．ケイヴスも云うように産業組織論は他の経済成果に比して，
資源の効率的配分については「最も得意とする」ところであると云うことがで
きよう〔5）。
　次に資源の効率的配分に密接な関係をもつ市場成果はその（2）の「過度の販売
費の欠如」と（5）の「適度の製品政策」である。
　例えば製品・代替製品の存在，品質・性能，価格，デザイソなど消費者に必
要な情報と知識を与える限りでの適度の広告・宣伝支出（情報提供的広告infor－
mational　advertising）や適正な品質・性能の改良やデザイソ，モデルの改善な
どを目的とする製品政策は新たな潜在的需要を創造して，実質的消費水準の増
大と消費の多様化をもたらし，企業成長を通じて経済発展・成長を促進するで
あろう。
　しかし独占的超過利潤によってまかなわれうる過度の広告・宣伝費（説得的
広告persuasive　advertising．これは消費者の趣味，選好に刺戟を与えて製品を購買さ
せるべく誘導するものであり，往々にして誇大，不当広告となりやすい。）やデザイソ，
モデル変更など過度の非価格競争は，製品差別化，参入障壁を強めて競争を制
限し，更に独占的超過利潤を増加させて，資源の非効率配分をそれだけ拡大さ
せる（6｝。
　従って多くの市場で適正な販売費，製品政策費を維持しうるならぽ，資源の
浪費的配分が規制されて効率的配分に貢献しうるわけである。
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　しかしどの程度の販売・広告費や製品政策費が適正であり，また不適正であ
るのか，それらがいわゆる「結合供給」の性格をもっているので，より一層，
客観的判定や区別が困難である。従って，資源の効率的配分に対して「過度の
販売費の欠如」と「適度の製品政策」という2つの成果は「適正利潤率」ほど
密接な関連性はもっていない。
　（b）次に経済効率という経済成果の他の側面，技術的効率性については市場
成果の（3）工場・企業における技術的効率性が最もよく対応するであろう。これ
はいわゆる「規模の経済性」（economies　of　scale）の問題である。
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　「規模の経済性」は主として鉄鋼，自動車，造船，石油化学，合成繊維など
の産業部門において，規模が大規模になるにつれて，長期平均費用（LAC）が
逓減することを意味する（それは図のように短期平均費用SAC群の包絡線で示され
る）。LAC2は「規模の経済性」が不変で技術革新が行なわれた場合，　LAC3は
技術革新によって最適規模が変動した場合を示している。
　「規模の経済性」は工場（plant），企業（firm）各レベルで考えられるが，
前者の「規模の経済性」は一定規模以上の大規模工場で大量生産が行なわれる
ことにょって，（1）装置産業のように生産能力の増大に比して設備費用の相対的
低下，②専門的熟練労働力の利用，（3）技術的に「不可分割」的な資本設備の使
用，（4）専門的経営能力の利用などが可能となるからである。
　しかしそれ以上，工場規模を拡大してもLACは低下しない点が存在するが，
このLAC最少点における工場が最適規模工場である。競争促進によって企業
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の市場支配力を強化しない，という意味からは工場の最大最適規模（Qmax．）
よりも最小最適規模（Qmin，）が望ましいことは云うまでもない。
　後者の場合は企業がQmin．の工場を複数もつこと（multiplant　firm）によって
LACが低下する場合である。即ちそれによって，産出高単位当りの生産要素の
節約，従って生産費の減少や流通費の節約（全国市場に対応して最適規模工場を地
域的に分散すれば輸送，荷造り・包装，保管，保険などの流通費は節約される），更に経
営管理能力や技術能力の専門化と節約など「実質的経済性」（real　economies）
と生産要素の大量購入による対価上の節約や大量販売の利益など「厳密な金銭
上の経済性」（strictly　pecuniary　economies）とを取得することができるので
ある。もっとも後者の経済性は企業の市場支配力を利用するものであるから，
経済効率や社会的厚生の増進という見地からは必ずしも望ましいものではな
い。結局工場レベルでの「規模の経済性」と企業レベルの「実質的経済性」が
重要である。
　ところで，一定の市場規模（D）の下で，最小最適規模（Q＊）が明らかとな
楓最適企業数（n＊）は自ら決定・れ・・㍉番一n＊・・の胎規模の経
済性が大きければそれだけQ＊は大きくなり，n＊は少なくなる。いまQ＜Q＊
であれば（Q＝平均規模），n＞n＊となり（n＝現実企業数），企業は総体として，
過少，過多であって生産効率は低下する。従ってn＞n＊については企業の整
理，統合化が，Q＜Q＊については工場，企業規模の拡大化が，各市場におい
て政策的に行なわれるならば，技術的効率性という経済成果はそれだけ促進す
・ることになろう〔7）。
　ところで既に述べたように資源の効率的配分には競争制限的独占要因を排除
して，できるだけ多くの企業が自由に競争することが必要であるので，「技術的
効率性」，「規模の経済性」のために工場・企業の規模を拡大したり企業数を制
限したりすることとは鋭く対立することになる。もちろんこの矛盾を解決する
ために後で言及する「有効競争」論が登場するが，それによって直ちに問題が
解決するほど，事態は単純ではない。
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（1）W．J．　Baumol，　Business　Behaviour，　Value　and　．Growth，1959，伊達，小野，共，
　　訳「企業行動と経済成長」ダイヤモンド社，1962．“On　the　Theory　of　Ex－
　　pansion　of　Firm，”American　Economic　Review，　Dec．，1952．　R．　Marris，
　　AModel　of　the“Managerial　Enterprise”，　Quarterly　Journal　of　Eco－
　　nomics，　May，1963．　The　Economic　Theory　of‘Mana黛eriaP　Capitalism，
　　1964．大川，森，沖田訳「経営者資本主義の経済理論」，　東洋経済新報社，昭和、
　　46年。
（2）　R．G．　Lipsey　and　K．　Lancaster，‘‘The　General　Theory　of　Second　Best”．
　　Review　of　Economic　Studies，　vol．24，1956－7．　pp．11－32．
（3）C．E．　Ferguson，　A　Macroeconomic　Theory　of　Workable　Competition
　　pp．52－63．
（4）0．A．　Davis　and　A．　B．　Whinston，“Welfare　Economics　and　the　Theory
　　of　Second　Best，’”Review　of　Economic　Studies，　vo1．32，1965，　pp．1－lg、
　　黒岩洋昌「厚生経済理論」昭和45年，　第3章，第5章。鈴木守「セカンド・ベス
　　ト定理と経済政策」　「三田学会雑誌」64号，2・3号。
（5）R．Caves，　op．　cit．，　p．104．邦訳158頁。
（6）J．S．　Bain，　op．　cit。，　p．412．446頁。ベインの情報提供的広告と説得的広告との
　　分類は　Al　Marshall・の建設的広告（constructive　advertising）と戦闘的広．
　　告（combat｛ve　advertiSing）の分類に相応するもので，特に後者を離得，欺騰
　　の手段として非難している。
（7）「規模の経済性」については，J．　S．　Bain，　op．　cit．，　chap．6．越後和典編「蜆模
　　の経済性」序説∫1967．新野幸次郎「現代市場構造の理論」1968．小林好宏「寡占
　　経済の動態分析」第10章．昭和45年。越後和典編「産業組織論」第8章，　昭和48・
　　年。最近のものとして，C．　F．　IPratten，　Economies　of　Scale　in　Manufactur－－
　　ing　Industry，1971．など参照。
　（3）　次の問題は経済進歩，成長という第2の経済成果について，産業組織
論はその目標である「望ましい市場成果」を媒介として，どのように関係しう
るか，ということである。
　これについては先に提示した市場成果の（4）「新製品，新生産技術にみられる．
適度の技術革新性，進歩性」が特に直接的に関係する。
　その他（5）の・「製品の品質・性能，デザイソなどについての適度の製品政策」
や⑥の「需要・費用構造の変化に対応する価格の弾力的調整」も無関係ではな：
い。
　（461）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業組織論の問題点　　11
　即ち適度の製品多様化や品質・性能の改良，デザイソ，モデルの変更などの
非価格競争は消費を増加させ，市場の需要曲線の右方へのシフトと需要曲線の
変形をもたらすであろう。また技術革新によって費用曲線が下方にシフトした
時，価格が弾力的に下方調整され，且つ需要の価格弾力性が大きければ，市場
需要は増加する。かくして多くの市場で，このような条件が充たされれぽ，企
業成長率は上昇し，従って経済全体の成長率も高く経済の進歩・発展は助長さ
れるであろう。
　しかし反面適度の製品政策と云う場合に広告などの販売費と同様に，どの
ようにして適正水準を決定しうるか，きわめて不明確であることや乗用車産業
に典型的な頻繁なモデル・チェソジ，性能変更など過度の製品政策によって資
源が浪費的に消費されることなど注意しておくべきである。
　経済進歩，成長に対してはそこで「適度の技術革新性，進歩性」という市場
成果が最も密接な関係をもっていることは云うまでもない。
　多くの市場において，噺製品，新生産技術の画期的開発という技術革新が絶
え間なく行なわれるならば，それを相殺する要因がない限り，経済成果として
の経済進歩，成長はそれだけ助成されることになろう。
　しかし問題は「適度の革新性・進歩性」はどのような市場構造において期待
されるか，と云うことである。これについての一つの見解は例のシュソペータ
ー的立場である。これは現代資本主義は常に旧い形態を破壊して，新しい形態
を創造して行くという「創造的破壊」の過程であって，新消費財，新生産方法，
新輸送方法，新市場，新産業組織などについての革新的競争こそが経済進歩の
原動力であり，その担い手は大企業であることなどを強調するのである叱
　ところで大企業が真に技術革新競争の主体であれぽ，経済進歩という経済成
果にとって，原子的競争市場よりも寡占市場構造が適合することになり，競争
促進による資源の効率的配分とは矛盾することになる。　　　　　，
　そこでシュソペーター的立場が妥当するか，どうか確認するために研究開発
（基礎研究＝発見，応用研究＝発明，開発研究＝技術革新，改良研究の4段階に分けられる）
と「規模の経済性」や企業規模との関係を検討することが必要であろう②。
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　一般に巨大な近代的産業部門（原子力発電，超音速旅客機，人工衛星など）では
もともと小規模な研究開発では不可能で且つ非効率的であるが，それ以外の一
般的な研究開発計画の場合には，大規模でなければ非効率であるとは限らず，
・中小規模で研究開発計画を効率的に進行している場合も少なくない「3｝。研究開
発の場合，超大型計画を除けば，その「規模の経済性」は研究開発の方法如何
1によっては，きわめて幅広く，固定的ではない。
　従って大規模企業でなければ研究開発は効果的に進めることはできない，と
は断定できず，例えぽアルミニウム，自動車，鉄鋼など売手集中率が高い部門
では，「発明」の多くは外部の比較的規模の小さい企業によって行なわれ，その
後で大企業がこれを企業化する傾向が強い。過去50年聞の重要な「発明」の大
部分は大企業の大規模な研究開発組織によるものではなく，むしろそれ自身，
「発明」などの変化に反対する中心的存在であるとさえ云われている〔4）。
　E．マソスフィールドは渥青炭，石油精製，鉄鋼の各産業部門での技術革新
と集中率との関係を調査した結果，前二者の場合では，第6位の企業規模で技
術革新活動が最大の水準に達し，鉄鋼産業では6位以下の企業規模でそうであ
ったと報告している〔5｝。
　更に0．ウィリアムソソはマンスフィールドの資料を用いて4大企業の技術
革新と産業集中率との負の関係を見出し，4大企業はその集中率50％を超えた
、時，技術革新のシェアーの50％以下しか寄与せず，他方，集中率50％以下の時
、に技術革新への寄与率は50％を上廻っていると結論している〔6｝。
　更に企業規模と研究開発成果（便宜的に特許数で測定する）との関係について
も明確な相関関係は見出せないようである。一般的に云って，大企業の特許取
得率はその市場占有率を下廻っており，また特許の実際の利用度をみても，中
小規模企業の方が大規模企業よりも平均的に高率のようである（7）。
　F．H．シャーラーは1950年，5億ドル以上の売上高をあげた大企業の特許
利用率は51％で，それ以下の売上高の企業は56％であったと報告しいてる〔8）。
また彼は産業を停滞，標準，革新産業に分けて，前二者について規模と研究開
発成果との相関関係はあるが，後者については明確な関係は認められない，と
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云っている〔9）。
　以上，規模と研究開発との関係を簡単に検討して，企業の大規模化にともな
って研究開発が必ずしも比例的に増加するものでないことが明らかになった。
またたとえ，そこに密接な関係があったとしても，どの程度の研究開発水準が
適正であるのか，どれほどの革新的進歩率が望ましいかは必ずしも明白ではな
い。
　しかしながら，ともかく大型の研究開発，技術革新を実現するためには，や
はりある程度以上の大規模企業が必要であり，且つそれを取り巻く市場構造が
寡占的で，充分に競争的な，いわぽ競争的寡占市場が要請されるであろう。そ
こで技術革新に適合するような，そのような市場構造を形成しうるならば，総
体としての経済進歩・成長はそれだけ促進するであろう。
　もちろんこれだけで経済進歩・成長が達成されるものではない。技術革新へ
の不断の圧力と共に，下方硬直的管理価格の打破，従って価格の弾力的調整の
回復や更に産業組織政策をこえたより高次の経済政策による総有効需要の増加ー
などが有機的に結びつく必要があろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘．（1）J．A． Schumpeter， Capitalism，　Socialism　and　Democracy，3rd　ed．，1950
　　p．83，中山・東畑訳「資本主義・社会主義・民主主義」115頁。他にこの立場に
　　たつ人々に，ガルブレイス（J．K．　Galbraith，　American　Capitalism，1952，
　　藤瀬五郎訳「アメリカ資本主義」昭和30年）やリリエンソールなどがあげられ
　　る。リリエンソールは次のように述ぺている。
　　　「重大な研究開発には巨大な資源が必要であり，長期間何んらの研究開発の成果．
　　を生まないかも知れない，大企業だけが基礎的新機軸を発展させるに必要な恐る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し　　ぺき巨額の資金を失なうこともできる。しかし小企業が電子工学部や化学などの
　　分野での大型新プロジェクトに失敗したならば，倒産するにちがいないほどの巨
　　額の研究開発の危険を犯すことはできない」（D．E．　Lilienthal，　Big　Business，
　　1952，pp．69－71）。
　　　またシュンペーター的立場の新競争論については，小西唯雄，前掲書，第2章
　　に詳しい。
（2）今井，宇沢，小宮，根岸，村上著「価格理論」皿．第12章参照。
（3）Edwin　Mansfield，　Industrial　Research　and　Technological　Innovation，．
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　　1968，p．55
「（4）　John　Jewkes，　David　Sawers　and　Richard　Stillerman，　The　Sources　of
　　Innovation，1958，　P．157，　PP．168－182，　P．185．
〈5）E．Mansfield，‘‘Size　of　firm，　Market　Structure　and　Innovation，　Journal
　　of　Political　Economy，　Dec．，1963，　p．572．
く6）Oliver　E。　Williamson，“lnnovation　and　Market　Structure，”Journal　of
　　Political　Economy，　Feb．，1965，　p．70．
く7）　John　M．　Blair，　Economic　Concentration，1971，　pp．199－227．
1（8）　Frederic　M．　Scherer，　Patents　and　the　Corporation，1958，　p．112．
く9）F．Ml　Scherer，“Firm　Size，　Market　Structure，　QppQrtunity　and　the
　　Output　of　Patented　Inventioners，”American　Economjc　Review，　Dec．，
　　1965，pp．1097－1125．
　（4）　次の問題は経済安定，特に完全雇用と価格安定という経済成長に対す
る産業組織論の関係である。
　（a）まず完全雇用と寡占的市場構造，寡占企業との関係である。伝統的価格
論に従えば，寡占市場では完全競争市場よりも価格は高く，産出量は下廻るこ
とになる。しかしこの場合，同一費用曲線が前提となるが，実際には寡占市場
では「規模の経済性」によって費用曲線は下方に位置し，産出量，従って雇用
’量はそれほど減少しないかも知れない。
　また先のシュンペーター的立場が妥当するならぽ，寡占的大企業は技術革新
の主要な担い手として企業成長，従って経済進歩・成長を促進させ，その過程
1において寡占市場は総雇用量を増加させるであろう。
　また大企業は多角的経営，強力な資金力などによって景気変動によく対応
し，雇用の安定に貢献するとも云われているω。
　しかしこのような見解は何も絶対的なものではない。即ち寡占市場での「規
模の経済性」によって費用曲線が下方にシフトしても，価格の硬直性によっ
て，価格が下方にシフトせず，産出量も以前の水準に維持されて，超過利潤だ
け増加するかも知れない。また既に述べたように，シュソペーター的仮説のよ
うに企業規模と研究開発，技術革新との厳密な相関関係は見出せない。また多
角経営，豊富な資金力などで大企業は企業の安定成長を通じて，ある程度，雇用
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を安定させるかも知れないが，他方において資本集約的設備投資，産業合理化
などの影響もあって，究極的に総雇用を安定させうるとの確証はない。
　次に完全雇用に対する市場成果の関係である。　「適正利潤率」をはるかに上
廻る独占的超過利潤が多くの市場において存続するならば，それは資源の過少
配分を意味するけれども，一方において，それはそれ自体として，投資を増加さ
せるであろう。また同時にそれは内部蓄積を増加させ，いわゆる資金調達比率
（÷・一企業・配駄・一資本資産）を有利t・cして借入能力を高めて投資
をより一層，増加させ，産出量，雇用量を総体として増大させることになるで
あろう．（J．ミュタイソドルはこの辺の関係を次のように示している。It＋θ＝γCt＋U
〈ut）＋G（9t）＋P（Pt）．γCt＝t期における内部蓄積のある比率，　U（Ut）＝一定の利用
度の影響力，G（9t）＝資産調達比率の逆数の影響力，　P（ρt）＝利潤率の影響力，θ＝これ
ら諸影響力とその結果である投資との間の時のおくれ，などを意味する。この場合利潤
率の増加は自ら投資を促進するが同時に内部蓄積の増加と，それによる投資の増加をもた
6t。また難継比率・ww－7・上昇従・て借入勧・増大樋・て・た顯を
増加させるのである。またこの過程において資本設備の利用度が高まり，投資lZより積
極的になること，などを示している）。
　またその際，市場成果の（4），．「技術革新」を体現した投資であれば市場成果
の（5）適度の製品政策と共に企業の成長率を上昇させて，一国の経済成長率を高
めながら，雇用量を増加させるであろう。
　また市場成果の（6）需要・費用構造の変化に対する価格弾力性が大であれば，
或いは政策的に大にすることが出来れば，そうでない場合よりも市場需要，産
出量を増加させ雇用水準を究極的に高めるであろう。
　しかし市場構造の場合と同じように，必ずしもこのような見解にも問題がな
いわけではない。即ち鍾占的超過利澗の存在が技術革新を体現した設備投資を
増加させ，そのことが産出水準を総体として高めたとしても，前投資の増大は
それ自身，資本・ストックを増加させて，自らを抑制することになるであろう
し，またその際の設備投資は本来，資本集約的・労働節約的なものとして，雇
用量を比例的に増加させることはないであろう。また投資の増加による生産能
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力の拡大はこれを吸収するに充分な有効需要の増加がない限り，「技術的不可
分性」も加わって，過剰生産能力を発生さぜるかも知れない。
　競争的市場では過剰生産能力は価格引下げによって解決されるであろうが，
寡占市場では市場価格は管理価格として固定的になりがちであるので，設備能
力の利用度を低下させて，価格，利潤の維持に努める結果，産出量，雇用量も
それだけ抑制されるであろう〔3〕。
　いずれにせよ，多くの相対立する見解があって，ベインも指摘しているよう
に特定の市場構造や市場成果が一義的に雇用量を増加させ，完全雇用を促進す
るとは結論づけられないであろうω。そのために産業組織政策をその一部分と
する経済政策のなかんずく，財政・金融手段による総有効需要の増大が必要と
なる。
　（b）次に価格安定という経済成果に対して産業組織論がその実現を求める
「望ましい市場成果」を通じて，どのように貢献しうるか，という問題である。
　ここで「価格安定」をイソフレーショソの阻止ということに限定しておこ
う。このような意味での価格安定に最も関係の深い市場成果はその（1）の適正利
潤率と（6）の需要・費用構造の変化に対する価格の弾力的調整であろう。
　即ち企業の価格設定行動がフル・コスト価格設定（full　cost　pricing）にもと
つくような場合，適正水準をはるかに上廻った利潤率がマークアップされて独
占価格，管理価格が設定されたり⑤，或いは市場需要の減少や費用の大幅な低
下があった場合でも，「屈折需要曲線」（kinked　demand　curve）で示されるよ
うな価格の下方硬直性が強められたりすれぽ〔6；，現代資本主義のイソフレの主
要原因が何であれ，これらは物価水準の持続的上昇の1つの有力な原因となる
ことは間違いない。
　現代のイソフレーショソがディマソド・プル・イソフレ，コスト・プッシ＝
・イソフレ，ディマソド・シフト・イソフレ，生産性格差インフレ，輸入イソ
フレ，管理価格イソフレなどといわれるようにいろいろなイソフレ要因が混合
し合って進行して却り，管理価格イソフレだけで説明しうるものではない。
　しかし競争制限的構造・行動要因を反独占的政策によって排除しながら，マ
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一ク・アップされた利潤率を適正水準に引き戻し，価格の弾力性を取り戻して
独占価格，管理価格を各市場ごとに規制することができるならば，寡占経済の
下で激化している今日のイソァレをそれだけ阻止することができるであろう。
　しかしこれまで産業組織論では「効率」，「進歩」という経済成果に対するほ
ど「価格安定」に対する貢献度は評価されてはいない。それはイソフレが管理
価格的要因だけに単純に帰因されないからであろうが，後で言及するように有
効競争論が有効独占論に転化するような産業組織論の本来的性格によるかも知
れない。
（1）　C．E．　Fergusob，　op．　cit．，　pp．102－104．
（2）J．S．　Steindle，　Maturity　and　Stagnation　in　American　Capitalism，1952，
　　p．129，p．212，宮崎，笹崎，鮎沢共訳，昭和37年，164頁，292頁。
（3）この点，例えばM．西レッキーの投資決定モデルは先のシュタインドルのモデル
墓養驚備♂魏諾麟総島漏饗驚
　　の増力gee・tWであり讃本スト・クの変化率c”πの減少関数とに示されている・
　　dは長期変動に伴う常数である。特にこの場合，資本ストックの増加はそれ自
　　体，投資決意を抑制することになるが，これはシュタインドルで問題になった設
　　備能力の利用度を低下させ，投資の増加を阻止するからであろう。M．　Kalecki，
　　Theory　of　Econmic　DS・namics，1952，　chap．9．宮崎，伊東共訳，昭和42年，
　　第9彰参照。
　　　また過剰能力について先のJ．S．　Steindle，　oP．　cit．，　chap．10参照。
（4）J，S．　Bain，　op．　cit．，　p．500，邦訳542頁。
（5）　R．L．　Hall　and　C．　J．　Hitch，‘‘Price　Theory　and　Business　Behaviour，”
　　Oxford　Economic　Papers，　no．2，1934，　p．12．
　　　・・レ・・ス・原理によれば〔P－（・＋÷）（1＋・）〕で価撒定・・示され・で
　　あろう。a＝主要費用（prime　cost），　v＝共通野（overhead　cost）x＝産出費，　q
　　＝利潤のための慣例的なマークアップ率。
（6）P．M．　Sweezy，“Delnand　under　Condition　of　Oligopoly”　Journal　of
　　Political　Economy，　vol．　XLVIII，1939．後でReadings　in　Price　Theory，
　　1953に所収。
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　（5）最後に「経済平等」という経済成果に対する産業組織論の関係であ
る。
　経済平等の主要内容を平等な所得分配として，更にA．C．ピグー的にそれ
は国民所得のう．ち貧者に帰属する割合が大いほど達成されるという一般的立場
に従えぽ，「経済平等」に最も関係のある市場成果はその（1）の「適正利潤率」
の実現であろう（市場成果の（b）の価格の弾力的調整は結局のところ，市場成果の（1）に
帰着するであろう）。
　例えば，多くの市場で利潤極大化の企業行動によって，その条件が充たされ
る・うな資本に対す・利潤の割峠一讃本禾U榊）・搬に与えられれぽ，
それ闘応す・生産蹴上の煎お・・て・÷（Y一産鵬・一雇用労腸
や与激定され潰本ew－5－・碇まるであろう曝一毛・評）・
その線利糊配率÷一・激定され・・と…な・（子一÷与
π＝rv）。
・のように・カ・与えら楓利潤分醇や資金珊率も決定され（等キ
π），従って利潤率がどのような水準に決定されるかは経済平等に密接な関係を
もつということができる田。
　かくして適正利潤率をはるかに超過する高水準の利潤率が多くの市場におい
て存続す・・うであれば讃縣数夢・・その効果を相殺するように変化・な
ければ，利潤分配率（π）は大幅に増加して，それだけ「経済平等」は阻害さ
れることになろう〔1〕。
　また別の立場から資金分配率を次のように示すことができるであろう。
　　　　　　　　　　　W　wL　下　　一可　（Y＝国民所得・P二価格水準・W＝貨幣所得・w＝貨
　　Y　　PY　⊥　　λ　幣賃金率，2＝労働生産性）。
　　　　　　　　　L
　寡占市場では一般的に「規模の経済性」によって，λの水準が高く平均生産
費は逓減するが，価格硬直性によって価格水準はそれに伴って低下することは
ないであろう。従って労働組合などの圧力によってWが増加しなければ，Aの
上昇はそれだけ資金分配率を悪化させるであろう。
　またWが増加しても，寡占市場にみられるフル・コスト原理によってその分
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価格に転化されて価格水準が上昇すれぽWの増加効果は相殺され，賃金分配率
は改善されないかも知れない。
　かくして管理価格，その下方硬直性，高水準の利潤率，独占的超過利潤など
を容易にする競争制限的な独占的諸要因（例えば過度の売手集中率，高度の参入障
壁・製品差別化などの構造的要因と協調的価格設定行動，過度の販売政策・製品政策，
略奪的・排他的市場行動などの行動的要因）を反独占政策によって厳しく規制し，
排除することが必要となる。そうして，それによって，より競争促進的市場秩
序をつくりあげ，「適正利潤率」，　「価格の弾力的調整」という望ましい市場
成果を少しでも多くの市場において実現しうるならば，効率的配分，価格安定
とともに所得分配の公平化，「経済平等」はそれだけ促進されることになろ
う。
　ところでこれらの問題について，不完全競争市場とその下における完全能力
点以下の資本設備の利用度を前提にして，専ら独占度（degree・f　m・n・p・1y）
を中心に所得分配率を規定しているK．カレッキーの立場が興味深い（2）。
　彼の場合，利潤総額（P）は売上総額（A）から主要費用総額（賃金総額W＋原
材料費総額M）と共通費総額（0）の和を差引いたものである。
　P＝A－（W＋M＋O）……（1），売上総額対主要費用総額比率をkで示すと，
　　　A　　　　　……（2）である。k＝　　W十M
　これはいわゆる独占度を示す。即ち主要費用総額に対して，どれだけの売上
高をあげうるか，或いはA＝k（W＋M）……（2’）として，主要費用に対して，
どの程度，利潤をマーク・アップしうるかを示すものであって，これは企業の
市場支配力，市場独占力を反映すると思われるからである。
　（1），（2），（21）式から，粗利潤総額，P十〇＝A－（W＋M）＝（k－1）W十
M……（3）がえられる。
　付加価値総額，即ち国民所得はY＝W＋0＋P……（4）である（但し，彼の場
合は，0は単純に俸給のみを含む）。
かくして飴頒率（Wx）は（・），（・）式から次のよう曙く・とカ・でき，
専らk，jに依存することになる。
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　　　等一W＋（、9（W．M）一、＋（、一｛）（、＋1）……（・）
　　　但しj＝＝ee・
　k，jを産業単位に加重平均し，更に産業についてのそれらを経済全体につい
て加重平均したものとすれば，国民所得全体についての賃金分配決定式と考え
ることができる。
　従ってこの場合，前述したような構造的・行動的独占要因によって，多くの
市場で主要費用に対する高率の利潤率マーク・アップや高水準の管理価格が一
般的となって，主要費用に対する売上総額が増加するならぽ，平均独占度は上
昇し，その影響を相殺するような平均的jの変動がないならば，賃金分配率は
総体として低下するであろう。
　また平均独占度が一定であっても，平均的」の値が高まればまた賃金分配率
は悪化する③。
　ところでこのようなカレッキーの分配論に対して最初からマクロ的立場に立
って，貯蓄・投資の均衡から所得分配率を規定するN．カルドアの理論も無視
できないであろうω。
　即ち，Y＝W十P，　W＝＝Y－P，　S＝swW十sp　P，　（但しsw＜sp），1＝1，
S＝1という体系の下で，
　1＝（Sp－Sw）P＋SwYが与えられ，更に両辺をYで割ると，
十一（Sp・一・・÷＋・・とな・・かくして次の・う曙く・と・・でき・．
　　　号一Sp≒・十・－9S－iltlksw（但・，　Y一完全雇職鵬・W一
賃金，P＝利潤，　S＝貯蓄，　Sw＝Wからの貯蓄性向，　Sp＝Pから貯蓄性向）。
　かくして，この場合，投資率が一定であれぽ，Spの低下か，或いはSp－Sw
の差が少なくなれぽ，それだけ利潤分配率は上昇することになる。またSp，　Sw
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1が安定的であれば，投資率の増加はその乗数倍（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所得分配の感応係数）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Sp－Sw，
だけ利潤分配率は増大することになる　（この際の所得決定メカニズムは次の通りで
ある。もし完全雇用均衡の下で1＞Sであれぽ，イソフレの進行によって利潤の増加と
賃金実質的低下が生じ，その際Sp＞Swである限り投資増加に見合うだけの貯蓄の増加
がみられる。もし1＜Sであれば逆の決定メカニズムが作用することになろう）。
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　以上，簡単に所得分配の問題に言及してきたが5），そこにも検討されるべき
悶題は少なくない。即ちまず，ミクロ的所得分析をマクロ的所得分析に発展さ
せる際の「合成の誤謬」なども検討されるべき問題である。また例えばカレッ
キーが問題にした独占度の内容も必ずしも明白ではない。更に独占度に影響さ
．2”Lる利潤額，利潤率を中心に寡占市場の所得分配を規定する立場はきわめて意
義あることではあるが，所得分配を充分に説明しうるためには，その他，投資
率，資本集約度，労働生産性，技術進歩率，実質賃金率，更に国民所得，投資
・貯蓄の関係，貯蓄性向，社会勢力など多くの問題が寡占市場の市場支配力と
の関係で明らかにされねばならない。
　その意味で例えば先のカレッキーの独占度やフル・コスト原理に基づく所得
　　　　　　　　　弓
分配論や更に新古典派的ミクロ分析などとカルドアなどのVクロ所得分配論と
の総合化が要求されるであろう。
　もともと「経済平等」を利潤・賃金分配率に問題を限定すること自体，検討
されねばならない。
　産業組織政策によって適正利潤率を維持して所得分配率を改善するだけでは
なく，　「経済平等」のためには累進的租税制度や社会保障制度の社会保障関連
事業（労働者住宅，失業対策事業，教育助成，生活物資の低価格制度など）の拡充を
國って所得再分配を積極的に行うことが必要である。更に財産所有それ自体の
公平で平等な配分を実現し，所得源泉の平等化を促進すべきである。特に後者
を欠如した「経済平等」は真の平等にはならないであろう。
　このような意味で「適正利潤率」という「望ましい市場成果」からだけでは
「経済平等」は達成されないので，産業組織論は「経済平等」という経済成果
に対して余り関係がないとして，（ベイソ）⑥，或いは関係があっても，その関
係は薄弱なものとして（ヶイヴス）〔7｝取扱われるのである。
　しかし先に述べたように競争制限的な独占的要因を規制，排除して，「適正
利潤率」「価格の弾力的調整」という市場成果をできるだけ多くの市場で維持
しうるならぽ，不充分ではあるが，所得分配の平等化はそれだけ進み，「経済
平等」にそれなりの貢献をするであろう。
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（・）一子一÷・与はまた次・…考…とがで・・．・・獄・設備利駿
　　が完全利用度以下であれば，カルドアの巨視的分配論が示すように，投資の増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　P　　加はケインズ的乗数機構を通じて，Yを増加させ，同時にPも増大して，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Y
　　は余り変化しない。と云うのは，このような条件の下では，投資の増加は操業度
　　　　　　　　K　　　　　　　　　　P　　縞めるのでrrは低下し・従って天一力二樫こ対応に上昇するからである・ま
　　た獄の稠度が完全利腋鷹しけオU・　t”，了一はほぼ一fiと考㌔鵬　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　投資の・
　　増加は名目所㌣増力゜させて・　tu格水準を上昇させ・その結果・－K一は上昇して
　　それに応じて「ゼも高くなるであろう。
（2）M．Kalecki，　Theory　of　Economic　Dynamics，1954，　p．28．宮崎，伊東訳，
　　「経済変動の理論」1958，26頁。
講懇獄麗篠擁（；、碗蒲覧竺炉≒磯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラーナーの場合は利潤極大仮説を前提としてた個別企業の独占度の指標となって
　　いるので，カレッキーはマークアップ原理と他の競争企業への対応要因を考慮．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A　　し，しかも産業全体，経済全体についての独占度の指標として，k＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を用い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　W十M
　　た。
（3）　もっともこの（5）式でカレッキーは分配率不変の謎を説明するのである。即ち不況
　　期にはkが上昇しても，MがWに対して相対的に安くなり，　jはむしろ低下する。一
　　好況期にはkが低下するが，MはWに対して相対的に高くなり，　jはむしろ上昇
　　する。このようにkと1は相殺的に変動するので，分配率は長期にわたって安定．
　　的である，と考える。もっとも今日，このような立場からの分配率不変性を説く
　　のは，かなり問題があろう。
（4）N．Kaldor，　‘‘Alternative　Theories　of　Distribution，”　Review　of　Eco＿
　　nomic　Studies，　vo1．　XXIII（2），1955－6．（reprinted　in　his‘‘Essays　on　Value，
　　and　Distribution，”1960，　p．227．）
（5）所得分配論については横井弘美「所得分配率の理論と実証」昭和45年，4－8章。
　　宮沢健一「国民所得理論」1967，6章，小野，南編「労働経済論」昭和47年，第7
　　章など参照。
（6）J．S．ベインの場合，一般的目標のなかに特に経済平等，所得分配の改善の項目
　　はない。op．　cit．，　p．498，540頁。この点・ファーガスンの場合も同様である。op．．
　　cit．，　pp．52－62．
（7）　R．Caves，　op．　cit．．　p．99．149－150頁。
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（B）　2つの成果論の問題点
　（1）　これまで産業組織論それ自身の本質を把握するためにその追求する
「望ましい市場成果」が（1）経済効率（資源の効率的配分と技術的効率），（2）経済進
歩・成長，（3）経済安定（完全雇用と価格安定），（4）経済平等という経済政策の一
般的目標＝経済成果にどのように関係し，また貢献しうるかを検討してきた。
産業組織論ではこれまでそれが最も直接的な関連性をもち，貢献しうるのはま
ず第1に経済成果の（1）「経済効率」，次が「経済進歩」であり，他は関係がな
いか，或いはあってもきわめて間接的で稀薄なものとして取扱われている。
　J．S．ベイソによれば先に整理した市場成果のうち（（1樋正利潤率，（2）過度の
販売費の欠如，（3）工場・企業での技術的効率，（4）技術革新にみられる進歩性，（5）適度の
製品政策，（6）価格の弾力的調整。但しベイソの場合は⑥は（1＞に帰属するので削除，その
代わりに（7）採取産業における資源保全がかかげられている，これは将来きわめて重要な
問題となろうが，特定産業部門の問題であるので，ここでは省略する）（2），（4），（5）に
っいてはどのような水準が適正で望ましいか，或いはこれらについてのgood
performanceとbad　performanceとをどのように区別するかなど一義的に評
価できないので，それらの市場成果を実現するために産業組織論は充分に政策
操作を行うことができない。それが可能なのはなかんずく（1）と（3）についてであ
る（11。従って産業組織論の政策的方向は専ら，資源の効率的配分と工場・企業
レベルでの技術効率性という「経済効率」の増大に向けられることになる。
　論者によっては更に市場成果の（4）「新製品，新生産技術にみられる適度の革
新性，進歩性」も「経済進歩」という経済成果を積極的に助成するものと考え
られ，結局のところ，「進歩と効率化」という経済成果の実現が産業組織政策
の主要な目標となり，そのため関連市場成果を望ましい水準，方向に改善して
行くことがその主要な課題となる（2）（ただ，この場合，どのような技術革新の水準
が適正で望ましいのか，適正な進i歩率はどのように測定するか，などのベイソ的疑問は
充分明らかにされていない。ただ企業規模と研究開発との関係などが分析されているに
すぎない。従って新製品や新生産技術における技術革新という市場成果などの程度，促
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進すれば「経済進歩」に貢献しうるか明確ではない）。
　そこで産業組織論が「経済効率」，或いは「進歩と効率」に密接な関係をも
ち，その実現に積極的役割を果すということは一体，如何なる意味をもつか，
ということが問題である。
　既に述べたように「経済効率」は資源の効率的配分と技術的効率とに分類で
きるが，前者は，その最適配分が完全競争市場を前提とするので，現実の市場
が完全競争的条件をより多くもち，競争促進的環境を維持しうるならぽ，それ
だけ達成されることになる。従ってそのために先の市場成果の（1）適正利潤率，
（2）過度の販売費の欠如，（5）適度の製品政策，（6）価格の弾力的調整などの実現が
絶対に必要となってくる。
　他方，後者は工場・企業が大規模になるにつれて長期平均費用が減少し，そ
の最少点で生産することを意味する　（最小最適規模，また技術革新にとってもある
程度の大規模が必要である）。いま市場需要の大きさ（D）が与えられているとすれ
ぽ，　「規模の経済性」が大きく，従って最小最適規模（Q＊）が大きけれぽ大き
・・ほど・髄蝶数（・・）はますます少なくなり（＆一・・）槻模の経灘」，
技術的効率性を実現しようとすれば少数の大企業，寡占市場は不可避的になら
ざるをえない（特ec装置産業など国民経済の基幹部門では）。
　そこに競争促進による資源の効率的配分は競争制限的な技術的効率性という
同じ経済効率がその内部で矛盾し合うことになる。従って前者の促進に関連す
る市場成果の（1），（2），（5），（6）と後者に直接的貢献する市場成果の（3）とが対立
し，これらの同時的実現が要求される限り，産業組織政策は政策実施上の混乱
はまぬかれない〔3｝。
　もちろん，この矛盾的関係を解決するための政策基準として「有効競争」
（workable，　effective　competition）の理論があるが，それによってもこの矛盾，
混乱は解消されるとは思われない。
　結局のところ，資源の最適配分の前提である完全競争市場は「規模の経済
性」による技術的効率ひとつ取ってみても，それ自体，非現実的，抽象的モデ
ルにすぎないので，資源の効率的配分は，技術的効率性の立場から不可避であ
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るところの少数の大規模企業，それを中心とする寡占市場という領域内で，制
限された競争促進によって制限的に追求されることになる。
　従って資源の効率的配分のための「適正利潤率」，「過度の販売費の欠如」，
「適度の製品政策」，「価格の弾力的調整」という「望ましい市場成果」の達成
ということ自体，疑問になり，それらを追求すると云われる産業組織論の性格
がそこに端的にあらわれるであろう。
　更にこのことと関連して注意すべきことは，　「規模の経済性」，技術的効率
性は主として工場・企業の大規模にともなう生産技術と費用との問題であって
（企業レベルの場合，経営規模と取引費用，流通費用との関係が加味されるが），企業
の所有形態は必ずしも直接的関係をもたないことである。
　従ってこの場合，私的大企業だけでなけれぽならない理由は少なく，大規模
な国有，公有企業，それを中心とする公私競争的市場構造でかまわないわけで
ある。ただ技術的効率性という制約条件の下でも効率的配分を達成するために
競争を促進させることが望ましいので，国有・公有企業と私的大企業とが競争
できるような政策的措置が講じられねぽならない。
　そうして，このような市場構造の質的規制によって，経済効率のみならず，
経済進歩，価格安定，経済平等などの他の経済成果をも効果的に管理すること
ができるのではなかろうか。
　（2）　更に産業組織論は「経済効率」だけでなく　「経済安定」，なかんずく
イソフV一ショソの防止や「経済平等」という経済成果に対して「間接的には
無関係ではない」という消極的態度を捨てて，より直接的な関係をもって貢献
しうるものとして積極的に取扱うべきである。
　現代資本主義のイソフレは単一の原因にもとつくものではない。それは多く
の異なった原因が絡み合って，複雑な形態をとって激化しているので，産業組
織論で追求しうる限られた市場成果（適正利潤率，価格の弾力的調整）だけで完全
に阻止することは勿論，不可能である。
　しかし寡占経済，独占資本主義における今日のイソフレーショソが，下方硬
直的で高水準の独占価格，管理価格のために，管理価格イソフレ的側面をその
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根底に強くもっていることは否定し難い事実である。従ってそのような管理価
格の設定を可能にする独占的市場構造，行動を改善して，先の「望ましい市場
成果」を少しでも多く実現することができれぽ，不充分ではあるが，それなり
に価格は安定するであろう。
　この点，「経済平等」についても同様なことが云えよう。産業組織論は利潤率
という市場成果を政策的に操作して，効率的配分だけでなく所得分配率をある
程度，改善することができる。もとより「経済平等」は利潤・賃金分配率の改
善と共に累進的租税制度，社会保障制度，社会保障関連事業，更に資本・財産
所有それ自体の平等化など一連の強力な総合的政策がなけれぽ実環しないこと
は云うまでもない。
　しかし反独占政策によって慢性的独占超過利潤を排除して「適正利潤率」を
多くの市場において実現することができるならぽ，不充分ではあっても経済平
等を部分的にも促進することになろう。成長・効率至上主義から福祉至上主義
への価値観の転換が要求されている現在，産業組織論も「経済平等」に対して
消極的であってはならない。
　（3）更に産業組織論は効率，進歩，安定，平等という政策目標の実現に限
定してはならない。即ち今日までミクロ価格分析の領域外であった「公害」と
いう外部不経済（external　diseconomies）をできるだけ防止するというのは，
産業組織論にとって実現すべき重要な「望ましい市場成果」として再検討され
ねばならない。
　企業がその経済活動において，付随的に市場を通過することなく産業公害と
して，特に不特定多数に与える不利益（大気汚染，水質汚濁，騒音，悪臭，地盤沈
下など）を最小限に抑制し，且つ公害廃止企業は公害費をできるだけ自己負担
して，内部費用化することが要求される。
　そうしてこのような新たな市場成果を達成する過程において，社会的限界費
用と私的限界との乖離は少なくなり，資源の効率的配分はそれだけ促進される
であろう。同時に公害発生企業はその産業公害を「社会的費用」として社会に
転嫁し，公害の犠牲者は充分な補償をうけられない，というこれまでの不公平
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はそれだけ改善され，「経済平等」にとっても有益であろう鴎
　更に誇大広告，虚偽の品質表示などによって顧客を奪取したり，取引を誘9il
したりする「不公平な取引方法の欠如」ということも産業組織論が追求する「望
ましい市場成果」に追加されねばならない。
　もとより「不公平な取引方法」はこれだけではなく，不当な差別的取扱い，
不当対価，事業活動の不当拘束，取引上の地位の不当利用，競争業者に対する
事業活動の妨害行為などを含むが（独占禁止法，2条7項），これらは大なり小な
り価格，費用，利潤に反映され，産業組織論では特に「市場行動」　（market
conduct）で取扱われてきた。
　しかし誇大・虚偽的広告や不当表示，或いは有害添加物など計量し難い取引
の質的側面，取引道徳に関する側面はミクロ価格分析の領域外であって，従っ
てその応用論としての産業組織論もその体系のなかで充分にこれらの問題と積
極的に究明してきたとは思われない。
　しかしこの問題について，現実の反独占政策，例えばわが国の独占禁止法
は，「私的独占の禁止」「不当な取引制限の禁止」とともに先の「不公平な取
引方法の禁止」を三大主柱の一つとして位置一？け〔5｝，更に特定指定（特に畜肉鯨
肉等のかん詰業。「公正取引」125号，昭和36年。ぎまん的取引方法の規制に関する特集
参照）でも取り上げている。
　産業組織論が発生史的に，独占の弊害を排除して，自由で公平な競争的市場
を維持することを目的とした反トラスト法にその形成の根拠をおき，更に反ト
ラスト政策に理論的裏づけと方向づけを与えるものとして発展してきたことを
思えば，産業組織論は産業組織の理論的分析だけではなく，計量しえない「不
公平な取引方法」の排除の問題も「望ましい市場成果」に追加して検討すべき
である。
（1）　J．S．　Bain，　op．　cit．，　p．502．544頁。
（2）小西唯雄「反独占政策と有効競争」昭和42年，第6章。
（3）産業組織論の諸目標，が相互に対立し合うだけではなく　（例えば，効率的配分と
　　技術的効率）それらを手段とする経済政策の目標それ自体，例えば完全雇用と価
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　　格安定のようにトレード・オフ　（trade　off）の関係にある場合が多いので，そ
　　の同時的実現は共にきわめて困難である。
．（4）公害についてはK．William　Kapp，　The　Social　Costs　of　Private　Enter－
　　prise，1950．篠原泰三訳「私的企業と社会的費用」。Woifgang　Michalski，　Grund－
　　1egung　eines　Operationalen　Konzepts　der“Social　Costs”1968．尾上久
　　雄，飯尾要訳「社会的費用論」。
（5）アメリカのシャーマン法（1890）は独占の形成を未然に防止することがでぎなか
　　ったので，　（1）独占の形成を未然に防止し，　（2）禁止行為を列挙し，法適用の基準
　　を明確にするため，連邦取引委員会法（1914），やクレイトン法（1914）．の制定を
　　み，　「不公正な競争方法」（unfair　methods　of　Competition）が禁止された。
　　わが国の独占禁止法の「不公平な取引方法の禁止」もこれらアメリカの法律の影
　　響をうけており，　この点，今村成和「独占禁止法」法律学全集52，昭和36年参
　　照。
（C）有効競争論
　（1）　有効競争の一般的内容。すでに言及したように，産業組織論は「望ま
しい市場成果」として「経済効率」，あるいは「進歩と効率性」を実現する
ことを主要な目標としてきたが，そこに相対立し，矛盾し合う関係が認められ
た。
　即ち，例えぽ技術革新に伴う経済進歩と企業規模とは厳密な相関関係は認め
難いとしても，技術革新には小規模で，非常に多数の企業から構成されている
原子的競争市場が適合するわけではなく，ある程度以上の大規模企業がそのた
めに必要となってくる。また一定の市場規模において，「規模の経済性」，「技
術的効率性」が大きければ数的に制限された大規模企業が要請され結局，競争
制限的寡占市場が一般的になりやすい。
　他方，資源のパレート的最適配分は完全競争市場を前提とするので，その効
・率的配分を少しでも実現するためには，現実の市場をより競争促進的にして完
全競争市場に近づけることが問題となってくる。かくして特に技術的効率性と
効率的配分「規模の経済性」と競争促進とは競合することになり，この矛盾的
潤係を現実的に解決する政策原理，政策基準が要求され，そこにJ．M．クラ
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一クによって，いわゆる「有効競争」　（workable，　or　effective　competition）’
の理論が提起されたのであるω。
　元来，完全競争は市場における価格，生産量に影響を与えないほどの非常に
多くの特定製品の売手・買手が存在すること，市場知識が完全であること，取
引先の差別がないこと，・生産要素の移動が完全であること，参入が自由である
ことなどを必要条件としている。
　しかし現実の市場はこれらの条件を何一つ完全に充たすことがないので，完
全競争それ自体もともと，非現実的なものであり，分析用具として利用される
にすぎないのである。従って現実の市場で実際に実現しうる有効な競争が完全、
競争に取って変わるのは至極，当然なことなのである。
　そこで問題は競争が有効であるかどうか，何を基準にして評価するか，また
評価しうるかである〔2｝。　これについては周知のように，　（1）構造基準（The・
Structure・Test），（2）成果基準（The　Performance　Test更をこ動態的成果基準Dy－
namic　Performance　Testとして再分類する立場もあるが，ここでは（2）の一部として取
扱う），（3）総合的立場（Reconciliation　of　the　Structure　and　Performance　Tests）・
（4）巨視的有効競争論（The　Macroeconomic　Theory　of　Workable　Competition）
などの立場があげられる②。
（1）J．M．　Clark，“Toward　a　Concept　of　Workable　Competition，”American
　　Economic　Review，　June，1940，　pp．241－256．
②　有効競争論の各立場については小西唯雄，「反独占政策と有効競争」，昭和43年，
　　参照。
　（1）構造基準。この立場を代表する1人としてc．エドワーズがあげられ
る。彼によれぽ，構造基準は必ずしも原子的競争を目標とするものではないが，
生産制限，一方的取引交渉力や富と権力の過度の集中などに反対し，企業の独占
的管理が政治的寡頭制に発展することを阻止しようとするのである〔／（W．アグ
ムスはそのため，例えば政府による中小企業の育成，競争企業の設立援助，過大資産の
処分計画などを提案している（2））。
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　エドワーズは更に望ましい構造基準を7項目にまとめて詳細に究明している
カミ，これを要約すれぽ次の通りである。
　（1）取引者が取引相手を自由に選択しうるほど，かなり多数の（on　appreciable
　　number）供給者と顧客が存在すること。
　（2）競争者を強圧しうるほど強力で，且つ取引相手が取引能力を欠くほど大
　　規模であってはならないこと。
　（3）利潤，損失の誘因に感応的であること。
　〈4）取引政策は自主的に決定しなければならないこと。
　㈲　新企業は既存企業に対する当然の不利益以外のハソディキャップがなく
　　て，参入機会をもつこと。
　（6）取引者間において取引妨害がないこと。
　（7）法律，政治，取引協定上，多くの特恵的身分が存在しないこと〔3｝。
　以上の項目のうち，（3），（4），（6）はどちらかと云えぽ市場行動基準に関する項
i目である（もっとも市場行動は市場構造によって規定されるので，構造基準に含ませる
のが一般的である）。（7）は市場にとって外的な要因によって公平な競争が阻害さ
れることを規制するものである。
　E．S．メイソンはきわめて要領よくこの立場を整理している。
　（1）かなり多数の（afairly　large　mulnber）売手と買手が存在すること。
　（2）そのいずれも市場の大なる部分（alarge　share）を占有しないこと。
　（3）いずれのグループ間にも共謀がないこと。
　（4）新企業による市場参入が可能であるこど4〕。
　この立場はこのように有効競争についてきわめて厳しい構造的基準を設け
て，独占の弊害を厳格に防止し，規制しようとするものである。反トラスト
法，独占禁止法を実質的に効果的なものにするためには少くとも，このような
厳格な構造的基準は充分に尊重されねぽならないであろう。
　しかし実際にこの基準に従って産業組織政策を行う場合，問題がないわけで
＆tない。即ち売手，買手の数がan　appreciable　number（C．エドワーズ），afairly
arge　number（E．　S．メイソソ），　a　considerable　nulnber（G．　Jスティグラー、?
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でなけれぽならないとか，市場占有がalarge　share（E．　S．メイソソ）であっ
てはならないとか，云う場合，どの程度の数と割合をもって市場構造上，競争
が有効であるかが明確ではない。それは市場の種類，「規模の経済性」，市場成
長率の如何により，一律に決定することはできないであろう㈲。
　また参入をより容易にしながら，工場・企業の数を相当程度，多くして市場
を分割することは，産業によっては技術的に不可能であり，また可能であって
も技術的効率性，技術革新をいちじるしく阻害して経済全体の効率性，革新的
発展を押し止めることになろう〔6｝。
　また売上高が周期的に大幅に変動し，固定費が大きな割合を占める市場で
は，先の構造基準が要求する条件は，不況期には効率的企業までも破滅させる
ような破壊的競争を，もたらすかも知れない。
　また協定，共謀もそれが暗黙に行なわれれば，その確証をえることはきわめ
て困難である。ある種の協定，共謀，例えぽ等級制，標準化や販売条件などの
取り決めは，異なる売手の価格等の比較を買手が行い，それによって競争はよ
り激化するかも知れないσ〕。
　以上のような多くの構造基準に対する批判が提起され，その結果，それに代
わるより現実的な成果基準が主張されることになった。
（1）　Corwin　D．　Edwards，　Maintaining　CQmpetition，1949，　p．9．
（2）Walter　Adams，（ed），　The　Structure　of　American　Industry　3rd　ed．，
　　1961，pp．554－560，
（3）　C．D．　Edwards，　op．　cit．，　pp．9－10．
〈4）Edward　S．　Mason，　Economic　Concentration　and　The　Monopoly　Prob
　　lern，1957，　p．354．
　　構造的立場のG．J．スティグラーはメイソンの4つの条件のうち，（2）の条件をおと
　　している。G．　J．　Stigler，‘‘The　Extent　and　Bases　of　Monopoly，”American
　　Economic　Review，　June，1942，　pp．2－3．
〈5＞　スティグラーは，企業の市場における相互依存関係を排除できる程度の数をa
　　considerable　numberと考えている。op．　cit．，　pp．2－5．しかし相互依存関係を
　　具体的に把握すること自体，容易ではない。
⑥　J．A．　Schumpeter，　op．　cit．，　chap．7．8
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（7）構造基準の問題点については，E。　S．　Mason，　ibid．，　pp。355－357参照。
　（3）成果基準。この立場は市場構造がどうであろうと（極端に云えば，二社
独占のような場合でも），一般に「望ましい市場成果」がえられるならぽ，その時
の市場構造は有効競争的であると主張するのである。
　この立場に属する人々は決して少なくはないが，必ずしもこの基準は体系的
に整理されてはいないようである。そのなかでJ．S．ベイソは比較的に詳細に
具体的に有効競争を定義しているがω，先に経済成果に対応して列挙した市場
成果と余り異なるところがないので，ここではメイソソの要点をえた定義に従
うことにする。
　（1）製品と生産過程の改善のための絶え間ない圧力。
　（2）費用の大幅な切下げに付随する価格の下方調整。
　（3）低コスト操業に必要な規模よりも大きくも小さくもない最も効率的規模
　　の企業単位へ生産を集中すること。
　（4）産出高に対する生産能力の効率的調整。
　（5）販売活動における資源の浪費を回避するこど2）。
　ベイソの成果基準の定義はこのメイソソによって整理された規定と内容的に
は大差はないが，ベイソの場合には「所得のうち利潤となる部分が必要以上に
あまり高くないが，投資に報いたり，社会的に望ましい革新を導入するにたる
だけの高い場合，或いは慢性的超過利潤も損失も存在しない場合3U　という，
いわゆる「適正利潤率」という市場成果が成果基準に加えられており，この点
から資源の効率的配分が有効競争か，どうかを評価する一つの要因となってい
る。もっともメイソソの場合にも効率的配分に関して，（2）価格の下方調整，⑥
販売活動における資源浪費の回避がかかげられているが，これだけでは充分で
はなく，やはりメイソソの定義によれば，成果基準（4）は「技術的効率」と「進
歩」とを中心にして有効競争を把え，そこに反独占的政策の性格，方向を見出
そうとするのである。
　ところでこの成果基準についてもまた問題が多い。即ち技術革新に対する絶
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え間のない（an　unremetting）圧力という場合，それはどのように理解すべぎ
か，望ましい技術革新の水準や適正な進歩率はどのようにして測定できるか，
或いは費用低下に対応して，どれほど価格が切下げられたら適正か，技術的効
率性のため，最適規模は工場単位と企業単位いずれを選択すべきか，適正な販
売活動水準はどのように決定されるか，など精密に計量できず，また正確な統
計資料も利用することは困難である⑤。
　いずれにせよ，成果基準によれぽ，技術的効率と進歩という市場成果をもた
らす限りは競争を有効に促進するものとして，たとえきわめて少数の巨大な寡
占企業でもそれ自体，反独占政策の禁止，規制対象とはならなくなる。ただ先
の市場成果を否定するような不当な不公平な取引制限的行為だけがその対象と
なるにすぎない。しかも成果基準それ自体の評価が不明確であるので，この基
準からの反独占政策が効果的に行なわれるかどうかきわめて疑しい。構造基準
に比較して成果基準は独占に対して寛容で，消極的であり，この基準による有
効競争論は有効独占論，友好独占論に転化しやすい。
（1）　J．S，　Bain，‘‘Workable　Competition　in　Oligopoly，”American　Economic
　Review，　May，1950，　pp．36－7．
（2）E。S．　Mason，　op．　cit．，　p．354．
（3）　J．S．　Bain，　ibid．，　pp．36－7．　Industrial　Organization，　p．500．542頁。
（4）メイソンは注10とは別の個所での整理では（1＞progressiveness，（2）cost－price
　relationships，（3）capacity－output　relationships，　（4）the　level　of　profits，
　（5）selling　expendituresとし，（4）を成果基準に入れている。Economic　Concen－
　tration　and　The　Monopoly　Problem，1957．　pp．367－8．
（5）E．S．　Mason，　ibid．，　p．368．
　（4）　総合的立場。この立場は両基準がともに長所，短所があるので，1つ
の基準だけを選択するよりも，補完的なものとして両基準を総合しようとする
ものであるCl｝。
　メイソンはこの立場を主張したが，同時に現実の反独占政策にこの立場を適
用する際の困難さも実例をもって明らかにしている。結局，彼はこの立場の必
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要性に言及しただけで，どのように総合しうるか，については充分な納得のゆ
く説明はないようである。
　総合的立場として注目されるのは司法長官委員会報告書（Report・f　the　At－
torney　Genera1’s　National　Committee　to　study　the　Antitrust　Laws，1955，　pp．
326－336）である。これはどちらかと云えぽ，構造基準を中心にして，行動基
準，成果基準を付加するという形式をとっている。この場合，有効競争の主要
な条件として，まず構造基準に属するものとして，売手の数，参入機会，競争
者の自立性（independence）を取上げ，更に行動，成果基準として，略奪的排
他的「貫行，製品差別化と同質化，価格差別などを挙げている。
　しかし総合的立場について云えば，両基準を単に並記するだけでは反独占政
策の現実的基準として不充分であり，どちらかに重点をおいた上で他の基準を
も考慮するということが要求されるであろう。しかしその際，どのように具体
的に考慮して総合しうるかの問題が残るし，またどちらかの基準を重視すると
しても基準自体，内容的に不明確であるので，結局のところ適当な所で不明瞭
に統合されることになろう。
（1）　E．S．　Mason，　Economic　Concentration　and　The　Monopoly　Problem，
　1957，p．366．
　　その他，‘‘Preface　to　Carl　Kaysen　and　Donald　Turner，　Policy　for　Anti－
　trust　Law，1959．
　（5）　巨視的有効競争論。c．　E．ファーガスンの立場である。既に述べたよ
うに彼はリプシーラソカスターの「セカソド・ベスト」によって，企業が個々
の市場で，効率，進歩のために有効競争を促進しても，この個別的市場成果は
経済全体の経済効率，経済進歩，従って社会的厚生を必ずしも増進するもので
はない，と云う立場をとっている。
　従って巨視的経済の立場から，（1）高水準で安定的な雇用，（2）価格の合理的水
準での安定，（3）経済成長，（4）過度の市場支配力の欠如という高次の経済政策の
’目標から有効競争的であるか，どうかを測定すべきだとしているω。
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　確かにこの立場はミクロ的有効競争論に比較して，最初から産業組織政策を
経済全体に直接的に志向させるということできわめて有意義な立場である。し
かし彼の理論の前提ともなっている「セカソド・ベスト定理」それ自体の結論
も充分ではないし，また有効競争の評価基準として「経済効率」特に「経済平
等」の基準が排除されていることも問題である②。
　いずれにせよこの立場は有効競争の理論的次元においては重要な理論的視角
を提供しているが，現実の産業組織政策に対する影響力という意味では他の立
場ほど強力ではないようである。
（1）C．E．　Ferguson，　A　Macroeconomic　Theory　of　Workable　Competition，19
　64，pp．15－17．　pp．52－63．
（2）五井一雄「寡占経済と社会的厚生」長守善編「寡占と有効競争」　1967．参照。
　（6）　総括。（A）このように完全競争に代わる有効競争の各基準はそれぞれ長
所と短所をもっており反独占政策の現実的基準として，どれか1つだけを適用
することは困難である。また2つの基準を総合する立場も相対立するものの総
合であるために，その適用もまた容易ではなく，適用してもきわめて不充分，
不安定である。
　有効競争論を政策基準とするアメリカ反トラスト政策の変遷がよくこの点を
示している。シャーマソ法（Sherman　Act，1890）で，取引制限の禁止を規定す
る第一条，独占禁止を規定する第二条に該当するものは，per　se　illegalとし
て取扱われてきたが，その後，スタソダード・オイルとアメリカソ・タバコ事
件（Standard　Oil　and　American　Tobacco　cases，1911．）でrule　of　reasonが
適用され，特に不当な取引制限が違法となった。更にU．S．スチール事件
（United　States　Steel　case，1920）やイソターナショナル・ハーベスター事件
（lnternational　Harvester　case，1922）ではmonopolyそれ自身は違法ではない
とされたが；アルミチム・カソパニ事件（Aluminum　Co．・f　America　cas6，’
1945）やアメリカソ・タバコ事件（American　Tobacco　case，1946）などで，『to
monopolize’ﾍ規制の対象と’して重視されながら，同時にmon6plyそれ自身
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も違法の見解が示された。そうしてその後，法運用は市場の寡占的構造を規定
する主要要因である大企業の市場占有率を重視して，monopolyそれ自身をも
規制する方向に進んでいる。もっとも独占それ自身の規模を「分割」するとい
う法裁定はなく，ただ，第2次大戦中「アルコア」が政府から委託をうけた若
干の工場をレイノルズ，カイザー両社に払い下げて，「アルコア」の市場占有
率を引き下げ，3老間の競争促進を図る措置がとられた位であるω。
　このようにアメリカ反トラスト政策の不安定な変化は（それは反トラスト政策
の効果を弱め，長年にわたる反トラスト政策にもかかわらず，独占資本の市場支配が少
しも低下しない，1つの原因でもあろう）反独占政策の政策基準として，有効競争
の理論化とその現実的適用が非常に困難なことを示している。
　結局のところ，これまでの産業組織論では，「構造基準」を重視し，これを
基本的立場としながら適宜，成果基準を考慮する②という総合的立場が一般的
見解であろう。しかし産業組織論が最も得意とする技術的効率性や技術革新，
進歩という成果基準を適宜，考慮に入れれば，構造的基準を基本的立場としな
がら，と云うことは出来なくなるであろう。即ち特に工場・企業の技術的効率
性を実現するに必要な大規模企業の存在がまず大前提となる。そうして構造的
基準を基本的立場としながら，成果基準を総合しようとする人は，その前提が
許す範囲での，その限りで企業数の増加，市場占拠率の低下，共謀の規制，参
入の自由化を政策的に主張し，より競争的市場構造を実現しようとするであろ
う。
　しかしその場合，装置産業でみられるように「規模の経済性」，最小最適規
模が大きけれぽ大きいほど，一定の市場需要を前提とする時，企業規模はます
ます巨大となり，最適企業数も少なくならざるをえない。
　従って企業数の増加，参入の自由化，マーケット・シェアーの低下といって
も自ら重大な制限を受けざるをえず，またそうなけれぽ巨大寡占企業間の暗黙
の協定，共謀は容易になってそれを防止することはよりいっそう困難となって
くる。
　かくして，構造基準を基本的立場としながら成果基準を考慮するという最も
　（487）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　産業組織論の問題点　　37
一般的な総合的立場に立った有効競争論でも独占を実質的に禁止し，規制して，
「公正かつ自由な競争を促進」，なかんずく，　「一般消費者の利益の確保，国
民経済の健全な発展」　（独占禁止法の目的）を図ることは容易ではない（まして
成果基準を実現する立場ではこの傾向は更に強い）。
　いずれの基準による有効競争であろうと，それを現実の反独占政策に適用し
ようとすれぽ結局のところ，専ら寡占企業間の有効競争の促進と云うことにな
り，その限り独占資本，寡占企業ゐ安定成長は保証されることになる。有効競
争論は有効独占競争論であり，友好独占論に転化する。独占禁止政策，反トラ
スト政策があるにもかかわらず資，本の市場支配は強化され，寡占市場が拡大，
発展する理由もここにある。
　問題の当面の解決には，次のような政策的考慮が必要であろう。　「規模の経
済性」，技術的効率性のために大規模企業の存在を前提として容認する場合，
既に述べたようにそれは主として生産技術的立場から，規模と生産量，生産費
との関係が問題であって，私的大企業でなければならない理由はない。従って
技術的効率性の実現には大規模な国有・公有企業を中心にして，その上で構造
的基準を重視する人は技術的効率性の許す範囲で，私的大企業の存在や参入を
許し，市場占有率を平均的に低下させればよい（この方法が共謀の規制にもより効
果的である）。また成果基準を重要視する立場であれぽ，国有・公有大企業と私
的大企業との競争を促進させることによって，技術革新の圧力を強め，価格，
生産，能力，販売活動を適正に調整するように努めなければならない。
（1）　Richard　Caves，　American　Industry；Structure，　Conduct，　Performance，
　　1964，chap．4．6．
　　J．S．　Bain，　ibid．，　chap．14，15．
　　越後和典「反独占政策論」昭和40年，同編「産業組織論」昭和48年，第9章な
　　ど参照。
（2）小西唯雄，前掲書，127頁。
　（B）次に有効競争だけではなく，小論前半で問題にした市場成果を含めて，
別の角度から問題を提起したい。
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　産業組織論にとって例えば「慢性的純損失」が存続するような停滞産業や経
済不況期ももちろん分析的・政策的対象となる。　「慢性的損失」を解決して，
「適正利潤率」という「望ましい市場成果」を実現し，効率的配分を促進する
ことは産業組織論の当然の課題である。それが「過当競争」①に帰因すると
すれば，独占禁止政策或いは先の有効競争の構造基準とは対礁的に，売手の数
の制限，参入の抑制，市場占有率の増大を図る競争制限的政策が必要となり，
その上で技術革新，「技術的効率性」などの市場成果が問題となろう。
　しかし産業組織論ではこのような競争制限的政策が問題となるのは特定の産
業（例えば農業や販売業など原子的市場，非製造業部門や公益事業部門など）に限定さ
れ，こんこその範囲は拡大する傾向にはあるが，とにかく異常な例外的なもの
として取扱われている②。
　ここで問題にするのは，このような例外的な特定産業ではなく，反独占政策
を必要とする寡占企業の支配する一般的産業部門である。
　そこで次のことを確認しておかねぽならない。即ち反独占政策の政策基準と
して有効競争の構造基準，例えば「かなり多数の売手」，「参入の自由」や「絶
え間ない技術革新の圧力」，　「技術的効率性」，　「過度の販売費の欠如」など成
果基準はそれに対応する経済好況期の発展的・成長的産業やその下における充
分な市場規模などが前提となっているということである（例えぽ「規模の経済性⊥
技術的効率性を問題にする時は，市場需要は最小最適規模の点か，それ以上の点の大き
さに前提されている）。
　いずれにせよ，経済好況期の発展的・成長的産業部門において，独占の弊害
が顕著であれぽ，有効競争を促進するため，いずれかの基準に従って反独占政
策が実施されるであろう。ところで次に重要な問題は，この同じ産業部門で経
済好況期から経済不況期へ景気局面が移行し，市場規模が停滞し，縮小するよう
な場合である。この場合，依然より以上に技術革新の圧力は少なくなり，最適
規模は維持されず，需要急減にもかかわらずそれに比例的に管理価格は低下せ
ずして，有効競争の成果基準はより充たされなくなろう（こういう場合，かなり
多数の企業数，参入の自由化，市場占有率の低下，共謀の排除など構造基準1，C基づく有
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効競争の促進など全く問題にならないであろう）。そうして私的独占，不当な取引制
限，不公平な取引方法は依然より強化され，その弊害は少なくなるどころか，
拡大するかも知れない。
　しかしそこで何よりもまして「純損失」　（「慢性的純損失」というよりは短期の循
環的純損失であるが，この場合，　「慢性的損失」という誇張的表現が用いられやすい）
や「過剰能力」を解決することだけが「望ましい市場成果」として最優先的に
取り上げられる。そうしてそれまで適用されてきた独占禁止政策（それは産業組
織論の代表的，中心的な政策である。）はこのように独占の矛盾，弊害が存在してい
るにもかかわらず，その厳格な適用を緩和するか，中止するかして「冬眠」す
ることになる。場合によっては例えば過当競争論などを背景として，行政的調
整，不況カルテル，産業再編成のような競争制限的，独占擁護的な「友好」独
占政策が登場してくるのである〔3）。
　産業組織論は価格論の応用論であるので，市場規模，市場の需要水準は外生
的に与えられたものとに取扱われる。そうしてその如何を前提として或る場
合，独占禁止政策，また他の場合は独占保護政策が機械的に検討されるにすぎ
ないのである。問題は先のような条件の下で同一市場において独占禁止政策が
厳格に適用されていたものが，景気局面が経済不況期に転換して市場需要が急
激に減少した場合，独占の弊害が依然として存在し，有効競争を阻害する競争
制限的要因があるにもかかわらず，その適用の緩和や中止，或いは適用除外な
ど競争制限的，独占擁護的措置がとられ，一貫した反独占政策が行なわれず，
その効果がいちじるしく低下することである。
（1）　「過当競争」は主に産業界，産業政策当局が用いられているが，その内容は明確
　　ではない，それは「競争によって行われる経済的利益よりも，競争に伴って失な
　　われる国民経済的損失の方が大きい」立場を意味すると云われるが，　（両角良彦
　　「産業政策の理論」日経　1966年61頁）抽象的すぎる規定である，それは過剰能
　　力・過剰投資などによる過当競争によって他部門より売上高，利潤率が平均水準
　　をはるかに下廻る。
（2）J．S．　Bain，　oP．　cit．，　chap．15。越後和典編，産業組織論。
〈3）わが国の独占禁止法では例えば「石炭鉱業合理化臨時措置法」昭和30年において
40 明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　 （490）
生産量，販売価格，販売量等の制限に関する共同行為が認められ（62条一63条の
2），独占禁止法の適用が除外されている（67条）。また「繊維工業設備臨時措置
法」　（昭和39年）において過剰設備投資を制限して，過剰設備処理に関する共同
行為が認められている（17条）。
　また不況期において，行政指導による生産調整，勧告操短のみならず不況カル
テルが認められ（24条の3。勧告操短は昭和41年8月打切られた粗鋼の勧告操短
を最後に不況カルテルで取扱われることになつた），生産量，販売量，設備制限，
対価決定に関する共同行為が認められ，同法の適用から除外されている。　「独占
禁止法と不況カルテル」公正取引協会「公正取引」1972．4．参照。
